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ドイツにおける
テイラーシステムの導入過程
(I) 
大橋昭
V 自由労働組合のテイラーシステムに
対する態度
ドイツの労働組合，なかんずく自由労働組合におけるテイラーシステムに
関する議論は， ドイツ技師協会などにおけるテイラーシステム導入の動きと
対応して，すでに1908年ごろに起こり， 1913~14年には合理化問題全体を取
(44) 
り上げる段階にまで達した。
労働者，労働組合の立場から最初テイラーシステムを取り上げ論陣をはっ
たのは， ウォルト (Woldt,Richard)であった。もともとかれも技師で， ド
イツ金属産業労働組合の書記局員をしていたが，テイラーシステムとして登
場してきた賃金制度について， 1908年それは労働者を役務家畜にするもので
あって，労働力を徹底的に吸い上げるものであり，労働者の断固として反対
(45) 
すぺきものである，と述べるところがあった。
1910年前記のようにクルップ社におけるテイラーシステムについてゼルク
ーが報告し， ドイツにおける適用の見通しについて楽観的見解を述べたのに
(44) Stollberg, Gunner, Die Rationalisierungsdebatte 1908-1933, Frankfurt a. 
M. /New York 1981, S. 31, 77. 
(45) Woldt, Richard, Neuere Entlohnungsmethoden, Correspondenzblatt der 
Generalkommission der Gewerkschaften Deutschlands, 1908. ただし，
Stoll berg, a. a. 0., S. 82による。
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対して，ウォルトは1911年，テイラーシステム導入は労働者に対して一定の
意義をもつものであるけれども，結局反対すべきものであるとして，反対運
(46) 
動をよぴかけている。また1912年，テイラーの “ShopManageme叫”のド
イツ語版訳者ワリックス（Wallichs,A.)がアメリカ旅行の後にテイラーシ
ステムを称揚する活動を展開したのに対して， ウォルトは，テイラーシステ
ムは機械と人間とを徹底的に利用しつくすものであると反論し，労働組合
は，テイラーシステムの導入など要するに「工場事務所におけるアメリカ主
義」 (Arnerikanisrnusirn Fabrikkontor)に目を向ける必要があると訴え
(47) 
ている。
さらに1914年ウォルトは，テイラーシステムなど近代的な管理技術によっ
（位）
て労働者から思考労働が奪われることを強調しているが， 1912年のかれの論
調からわかるように，テイラーシステムなどに対して全く否定的であったの
ではない。
こうしたテイラーシステムに対する二面的態度は，当時，他の労働組合関
係者によっても語られている。たとえば1913年エルトマン (Erdmann,A.) 
は，アメリカ労働組合運動家フレイ (Frey,John P.）のテイラーシステム
に関する報告に関連して，真に科学的な方法で労働生産性を向上させ，労働
を容易にし快適にすることは，労働組合の課題であるが，人間を機械と同一
視することには反対であり，テイラーシステムは労働生産性向上と人間機械
(49) 
化の両者をもたらすものであるが故に“科学的”という名に値しない，と述
(46) Woldt, Richard, Beitrag zur Entwicklung der Liihnungsmethoden in der 
deutscheri Industrie; Corresponi細 zblattder Generalkommission der Ge-
werkschaft切 Deutschlands,1911. ただし， Stollberg,a. a. 0., S. 40による。
(47) Woldt, Richard, Technisch=wfrtschaftliche Rundschau, Die Neue Zeit, 
30. Jg., 1911/1912, 2. Band, S. 26~27. 
(48) Woldt, Richard, GroBindustrie und Gewerkschaftsarbeit, Die Neue Zeit, 
31. Jg., 1912/1913, 1. Band, S. ・s06. derselbe, Die Werft als kapitalistisches 
Kunstwerk, Die Neue Zeit, 32. Jg., 1913/1914, 2. Band, S. 552. 
(49) Erdmann, A., Ein amerikanischer Arbeiterfilhrer Uber das Taylorsys-
tem, Correspondenzblatt der Generalkommission Gewerkschaften Deu-
tschlands, 1913.ただし， Stollberg,a. a, 0., S. 85による。
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べている。
もちろん，自由労働組合と社会民主党の開係者の多くは，少なくとも第1
次大戦までは， プイ フーシステムをアメリカの徽菌 (amerikanischerBa-
(50) 
zillus)とよんで激しく批判し反対運動を行っている。 たとえば1920年ヘル
マン (Herrmann,Arthur)は，アメリカでは労働組合の力がドイツにくら
べて弱いために， テイラーシステムは広く普及することができたと述べて
いる?1)
しかし 当時労働組合は テイラ ノステムをそのすべてにおいて労働
者，労働組合の全く否定すべきものと考えていたとは思われない。たとえば
1914年レーデラー (Lederer,Emil)は，テイラーシステムに対する自由労
働組合の一般的見解が，労働者に対する肉体的とくに精神的作用において否
定すべきものでない限り，導入には反対しないこと，および，導入にあたっ
ては労働条件などについて労働組合がコントロール権をもつことという 2点
(52) 
に集約されうるとしている。
つまり当時自由労働組合は，テイラーシステムについて，労働者・労働組
合の立場から賛成できない面がないではないし，少なくとも労働者の立場か
(50) Trieb, Volker/Mentrup, Ulrich, E叫wicklungder Arbeitswiss伍 schaft
in Deutschland, Miinchen 1983, S. 84. 
(51) Herrmann, Arthur, Wie stellen sich die deutschen Gewerkschaften zum 
Taylorsystem ? Anklam 1920, S. 1. もっともヘルマンのこの評価が正しか
ったかについては疑問がある。後述の注(53)を参考にされたい。
(52) Lederer, Emil, Sozialpolitische Chronik, Archiv fur Sozialwissゆ schaft
und Sozialpolitik, Band 38, 1914, S. 618. 
かれは，さらに同年別の論文で，テイラーシステムについて労働組合はかなり
論議しているが，まだその態度を決めるにいたっていないのは何故かと問い，っ
づいて労働組合はテイラシステムに対して中立的な静観的態度をとり，せいぜい
導入のテンポと仕方に影響を与えようとしているのみであり，その限りでは「基
本的にはそれに賛成なのであろう」とさえ書いている。 derselbe, Die llkono-
mische und sozialpolitische Bedeutung des Taylorsystems, Archiv f;加
Sozialwissenschaft und SozialPolitik, Band 38, 1914, S. 776~777. 
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ら否定すべき面や要素を，労働者・労働組合の力，たとえば経営参加などに
よってなくし，犠牲が労働者に転嫁されない限り，その導入に必ずしも反対
(53) 
をしないという態度であったものと理解される。
では， 当時自由労働組合の関係者は， テイラーシステムのどの点を労働
者・労働組合の立場から否定すべきものであり，反対にどの点を肯定しうる
ものと考えていたであろうか。 1920年ヘルマンがまとめているところによれ
(54) 
ば，それはおよそ次の諸点である。
A 否定すべき点
I 作業方法に関連して
(1) 労働者を機械や役畜のよう扱い，労働者の人間として品位を奪うも
のであること。
(2) 熟練労働者の非熟練労働者による置き換えをすすめるものであるこ
と。
(3) その結果，有能な専門労働者の育成が不可能になること。
(4) 労働力の過度の緊張を要求するものであること。
(5) その結果，労働災害が増えかつ重度となっていること。
(6) 個々の労働者による生産増加により失業増加のおそれがあること。
(7) 適性に欠ける労働者などが解雇されるおそれのあること。
]I 賃金支払方法に関連して
(8) 賃金が労働量増加に比例していないこと。
(9) 不況時やテイラーシステムが一般的に導入された後でも，裔賃金の
(53) 最近においてプルハルト (Burchardt,:Lothar)は， ドイツにおけるテイラー
システム反対は，アメリカにおけるほど激しくなく，その点では， ドイツの労働
組合はアメリカの労働総同盟 (AmericanFederation of Labor, AFL)におく
れをとったとしているが (Burchardt,Lothar, Technischer Fortschritt und 
sozialer Wandel-Das Beispiel der Taylorismus-Rezeption, in: Treue, Wil-
helm (Hrsg.), D四 tscheTechnikgeschichte, G6ttingen 1977, S. 73.），それ
はひとつにはこうした労働組合の二面的態度による。
(54) Herrmann, a. a. 0., S.1~28. 
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支払われる保証がないこと。
皿 テイラーシステムの運営等に関連して
no) 時間研究やその結果が労働者に明らかにされないこと。
(l) 労働組合を排除し破壊しようとするものであること。
B 肯定しうる点
(1) テイラーシステムはとにかく生産増加に努めるものであり，生産増
大そのものは労働者・労働組合の利益となること。
(2) テイラーシステムによって技術進歩がはかられるが， これも労働
者・労働者の利益となるところが大きい。
(3) テイラーシステムにより労働者の技能修得が容易になること。
(4) テイラーシステムにより旧来の伝統的熟練が分解され，熟練労働者
と非熟練労働者との相遮がなくなることによって，労働者全体の共
通の利害という考え方が強まり，労働者の連帯性の高まる可能性が
(55) 
あること。
以上の諸点には相互に矛盾する点がある。それは，これが自由労働組合の
統一的なあるいは公式的な見解ではなく，労働組合幹部や関係者が折りにふ
れて表明しものを集約したものであるためである。またこれは， 1920年とい
う時点のものであり，第1次大戦中とくに大戦後自由労働組合のテイラーシ
ステムについての考えは，それ以前にくらぺてかなり変化していることの考
(55) これはカムロウスキー (Kamrowski,Xaver)の述べたものである。当時ドイ
ツの労働組合では，技術進歩による労働様式や技能の変化などにともなって，旧
来の職業別組織 (Berufsorganisa tion)が矛盾につきあたり，組織間で組合員の
争奪など組合の境界についての争い (Grenzstreitigkeit)が起きていた。これを
背景にカムロウスキーは1914年，職業別組織から産業別組織 (Industrieorganisa-
tion)への発展を提唱したが， その際テイラ;_ミノステムによって分業が進展する
ならば，異なった労働者グループ間の経済的相道が小さくなり，労働者全体に共
通の経済的利益観が生じて，労働者としての連帯感が強まり，統一的労働組合組
織を促進する一助になろうとした。 Kamrowski,Xaver, Die gewerkschaftliche 
Organisationsform, Die Neue Zeit, 32. Jg., 1913/1914, 2. Band, S. 462~ 
463.なお同様の見解を，後述のようにレーデラーも述べている。
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慮される必要がある。
すなわち第1次大戦に入ると，自由労働組合のテイラーシステムに対する
態度は，同労働組合がいわゆる城内平和，戦争協力政策をとったこともあっ
て，テイラーシステム賛成の面が強くなり，たとえば1917年シュプリンガー
(Springr, Robert)は， “DeutscheM etallarbeiter-Zeitung"（ドイツ金
属労働者新聞）において プイフーシステムは， 「簡単にいえば，労働給付
を最高度に高めることを意味するものであり，このことが人間としての労働
(56) 
者の犠牲において行われない限り，なんら反対すべきものはない」と書いて
いる。
そして戦争終了直前の1918年，自由労働組合の最高幹部の1人ウムブライ
ト(Umbreit,Paul)は，科学的管理 (wissenschaftlicheBetrie bsf iihrung) 
に関連して， 「労働組合は， わが国産業の販売市場をめぐる来たるべき闘争
に関連して，生産の効率向上を望ましいとする見解をとらないのでは決して
ない。ただしそれは，労働者の健康や生活を犠牲にして行われない場合にの
. (57) 
み，労働者たちの積極的支持を得られることができる」と述べており，条件
づきながらテイラーシステムを，世界市場におけるドイツ経済の競争力の観
点から必要なものと認めるにいたっている。
そればかりではない。自由労働組合のテイラーシステムに対するこのよう
な二面的態度は，資本主義的合理化という否定的面と，社会主義の実現とい
う積極的面との二面性とも理解され，テイラーシステムは技術進歩をなし生
産力を発展させるものとして，その意味において社会主義への1歩をなすと
(56) Springer, Robert, Das Wesen der Akkordarbeit, Deutsche Metallarbeiter-
Zeit叩 gVOID 24. 2. 1917.ただし， Stollberg,a. a. 0., S.179より弓I用。
(57) Umbreit, Paul, Der gewerkschaftlic加 Wiederaufbaunach dem Kriege, 
Berlin 1918, S. 82. なお本書は， 大戦後の1918年11月26日に刊行されたもので
あるが (DrosteGeschichts-Kalendarium: Chronik deutscher Zeitgeschichte, 
Band 1, Diisseldorf 1982, S. 14.)，記述内容からいっても戦争終了前に執筆さ
れたものである。
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(58) 
いう主張さえきかれた。たとえば，後に自由労働組合の大幹部となったエッ
ガート (Eggert,Wilhelm)は，すでに1914年， 「テイラーの労働方法は闘
争をもたらすものであり，社会主義への道における1歩前進となりうるもの
(59) 
である」と述べている。
このような考えは，後述のごとくレーデラーも指摘しているように，技術
発展•生産力発展が労働者の利益となり，社会主義は生産力発展のうえにの
(60) 
み可能であるといういわゆる生産力主義的な考え方によるものである。もと
もと自由労働組合のテイラーシステムに対する二面的態度がこうした生産力
主義的な考えからきたものであり，逆にこのことは，かれらがいかに強く生
産力主義的な考えをもっていたかを示すものであった。
それはともかく，第1次大戦終結時に帝制が崩壊してドイツ革命が起こ
り，いわゆる社会化問題が生じるとともに，テイラーシステムに対する態度
(61) （62) 
は，ある意味で一変する。社会化には当時多様な主張や構想があったが，多
くの自由労働組合関係者にとって，それはとにかく社会主義への移行の問題
(58) Lederer, Die llkonomische und Sozialpolitische Bedeutung des Taylorsys— 
terns, a. a. 0., S. 776. 
(59) Eggert, Wilhelm, Neue Urteile i.iber das Taylorsystem, Correspondenz-
blatt der Generalkommission der GeU?erkschaften Deutschlands, 1914.ただ
し， Stollberg,a. a. 0., S. 88 より引用。なおレーニンも1914年，テイラーシス
テムが社会主義の無意識的準備となるものをもつ旨述べている。レーニン「テイ
ラー・システムは機械による人間の奴隷化である」 (1914年）， 「レー ニン全集」
第20巻，大月書店， 1957年， 157ペー ジ。
(60) Schalldach, Elisabeth, RationalisierungsmafJnahmen der Nachinflations-
zeit im Urteil der deutsc加nfreien Gewerkschaften, Jena 1930, S. 75. 
Brady, Robert_ A., The Rationalization Movement in German Industry— 
A Study in the Evolution of Economic Planning, Berkeley 1933, p. 327. 
(61) Hinrichs, Peter/Peter, Lothar, Industrieller Friede? Aゆeitswissen-
schaft, Rationalisierung und Aルeiterbewegungin• der Weimarer Repu-
blik, Koln 1切6,S.54. 
(62) この点については，松葉正文「社会化構想の諸類型」 (1)(2• 完），大阪市大
「経営研究」第29巻第2号， 1978年7月， 95ペー ジ以下， 「大阪市大論集」第31
号， 1978年6月， 51ページ以下，阿部源ー「社会化発展史論」第6版，同文館，
1971年，第1編，第2編，がくわしい。
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であり，社会主義においてテイラーシステムを用いて生産を発展させるべき
ことが現実の問題となったのである。ソヴェトにおいてもレーニンが革命後
の1918年社会主義建設のためにテイラーシステムを活用すべきであると述べ
(63) 
ており，多くの労働組合関係者や社会民主党系の論者にとって，テイラーシ
ステムはいまやためらいなく推進しうるものとなった。かれらにとっては，
ウォルトが1913年にいった「アメリカ的方法から毒牙を抜き取る」ことが，
(64) 
今や可能といいうる状況がきたのである。
さらに第1次大戦後においては，社会民主党が政権に加わって，自由労働
(65) 
組合幹部で入閣するものがあり， 自由労働組合にとってもドイッ経済の復
興•発展は，自らの主体的問題として意識されるようになった。これが社会
化の問題と重なり，テイラーシステム実施による生産増大は，さらに積極的
意義をもつものとなった。
1920年ハイム (Chaym,Georg)は， ‘‘SozialistischeMonatshefte"（社
会主義月報）誌上で，テイラーシステムは， ドイツではまだあまり用いられ
ず，労働者も反抗を行ってきたが，それは経済復興の有力な手段であって，
危急な時には生産の担当者として労働者階級は， テイラーシステムを推進
(66) 
し，生産性増大に努めるべきであると主張した。
同年独立社会民主党の左派系の新聞 ‘‘DerArbeiter-Rat"（労働者協議
会）は，国力を維持し外国貿易をつづけるためには生産増加が至上命令で，
(63)．レーニン「ソヴェト権力の当面の任務」 (1918年）， 「レーニン全集」第27巻，
大月書店， 1958年， 261ペー ジ。
(64) Schalldach, a. a. 0., S. 38. 
(65) たとえば1919年2月13日成立のシャイデマン内閣には，自由労働組合からバウ
アー (Bauer,Gustav :労働大臣），シュミット (Schmidt,Robert :食糧大臣），
ウィッセル (Wissel,Rudolf :経済大臣）が入閣しており， 1919年6月21日成立
のバウアー内閣では，パウアー以外に，シュミット（食糧大臣），ウィッセル（経
済大臣），シュリッケ（Schlicke,Alexander :労働大臣）が入閣している。
(66) Chaym, Georg, Wissenschaft -Psychologie/Taylorisinus —,Sozialistische 
Monatshefte, 1920, S. 470~474. 
ドイツにおけるテイラーシステムの導入過程（大橋） （475)37 
「われわれはテイラーシステムを必要とする。 日々のパンと同じようにそれ
(67) 
が必要だ」と叫んだ。
労働組合指導者のこのような態度のもとに，当時テイラーシステムの導入
が試みられたが，しかし当時においても，それは必ずしもスムーズにいかな
かった。たとえばボルジヒ (Borsig)社では， 1919~20年会社側の作業時間
測定に労働者が反対し，結局労働者委員会代表の立ち会いのもとになされる
ことになったし，カール・ツァイス (CarlZeiss)社では， 1921年会社側が
(68) 
動作研究を試みようとしたのに対して，労働者の反対運動がおきている。
このことは，労働組合指導者と一般労働者との意識や利害のギャップを物
語るものであるが，ただし，労働者組合指導者の主張するテイラーシステム
は，あくまで労働者に対する「毒牙を抜き取られたものであり」， 社会化の
観点において，すなわち国民経済的立場において経済を発展させるものとし
てのそれであって，必要な限定あるいは修正を加えられたものという条件づ
きのものであった。ここにテイラーシステムの修正が問題となるが，その前
に1913~14年にたちもどって，テイラーシステムについてどのような議論が
あったかをさらにみておく必要がある。
VI テイラーシステムについての諸論議
1913年ドイツ技師協会を中心にテイラーシステムの積極的導入をはかる動
きがある一方，ボッシュ社でテイラーシステムをめぐる争誤が生じたりした
ことに触発されてか， 1913年から1914年にかけて国民経済学者などがテイラ
ーシステムについて発言している。それについてレーデラーは， 1914年，企
業者はテイラーシステム導入に急速に動いているが，社会政策論者や一部の
(69) 
労働組合開係者は懐疑的であるか否定的であると述べており，当時における
(67) Stollberg, a. a. 0., S. 83による。
(68) Stollberg, a. a. 0., S. #---,45, 117. 
(69) Lederer, Die okonomische und sozialpolitische Bedeutung des Taylorsys-
terns, a. a. 0., S. 769. 
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国民経済学者らの論調は，これによれば，テイラーシステムに消極的批判的
なものが多かった。ここでは，そのうちの若干のものについて考察しておき
たい。
まず， 1914年に労働者・労働組合の立場にたってテイラーシステムに最も
全面的な批判を加えたものとして， ハイス (HeiB,.Clemens)があげられ
(70) 
る。かれはテイラーシステムを詳細に紹介した後に，実験心理学的観点，私
経済的観点，国民経済的観点，社会的観点，倫理的観点からの批判を展開す
る。実験心理学的観点からの批判としてかれは，テイラーシステムでは心理
学的成果のうちで，企業の収益性を高めるに必要なもののみが取り上げられ
ていることを指摘し，テイラーシステムでは労働者の疲労なしに生産量が増
加したとしているが，それには実験心理学的観点から満足のいく証明が全く
与えられていないと述べている。
一私経済的観点およぴ国民経済的観点からの批判としてかれがあげるのは，
テイラーシステム導入には時間と費用がかかるために大企業においてのみ可
能であるから，大企業と中小企業の較差が大きくなり，資本の集中と中小企
業の衰退などがすすむこと， 管理充実の一現として書票制度 (Schriftlich-
keit)の充実があげられているが，経営の機動性を害するおそれのあるこ
と，一流労働者の最善の方法による最速の作業時間が標準時間とされるため
に，一般労働者にもそうした一流労働者となるよう要請されることになる
が，それはすべての企業と労働者については不可能であること，一流労働者
も高齢化とともに力能が低下するので，老練熟練労働者団を形成することが
困難であるといった点である。
社会的観点からの批判としてまずかれがあげるのは賃金問題で，テイラー
のように作業時間の正確な決定のみで賃金紛争がなくなるとみるのは誤りで
あり，賃金水準の問題などが考慮されていないという。またかれは，テイラ
(70) HeiB, Clmens, Das Taylorsystem, Schmollers Jahrbuch fiir Gesetzge-
bung, Verwaltung u叫•Volkswirtschaft, 38. Jg., 1914, 4. Heft, S.18紀
239. 
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ーシステムでは熟練労働者の非熟練労働者による駆逐を促進すること，労働
者の連帯を阻害すること，労働組合に敵対的態度をとっていることなどを批
判点としてあげているが，かれがこの観点からの批判としてとくに問題とす
るのは，テイラーシステムでは労働時間の短縮が考えられていないというこ
とである。かれは労働時間短縮こそが現在労働者にとって最も切実な問題で
あって，ある制度の社会的真髄はこの問題をどのように考えるかにあるのに
かかわらず，テイラーシステムではこの問題に積極的態度をとっていないと
批判している。
倫理的観点からの批判として，テイラーシステムでは労働者の人間性に対
する尊敬の念がない点などをあげているが，最後にかれは，テイラーシステ
ムによって労働者の疲労が高まり健康を害するようなことになれば，国家の
防衛能力のうえからも問題があるので，労働力の濫用のおそれがあるような
場合には，立法化措置を考える必要があると訴えている。
以上のようなハイスの批判には，テイラーからみれば誤解または的はずれ
(71) 
というぺき点がないでもないが，当時のドイツにおけるテイラーシステム批
判の論点を大体において知ることはできる。
同じく1914年， テイラーシステムの国民経済的意義について論じたもの
(72) 
に， コッホマン (Kochmann, Wilhelm)がいる。テイラーシステム批判と
してコッホマンがまず取り上げるのは，他の多くの論者によるテイラーシス
(71) たとえば一流労働者について，テイラー自身は，だれでも必ずその人に適した
仕事があり，一流になれるはずだという考えをもっていたし，労働時間短縮につ
いても，確かに積極的ではなかったとしても， 全く消極的であったわけではな
い。たとえば， Taylor'sTestim~ny Before the Special House Committee, 
reprint in: Taylor, Frederick Winslow, Scientific Management, Harper 
international student reprint, 1947, p. 174~175, 183,204,286.上野陽一訳
「科学的管理法特別委員会における供述」， 同訳編「テーラー・科学的管理法」
技報堂， 1957年， 423~424,429, 444, 503ペー ジ。
(72) Kochmann, Wilhelm, Das Taylorsystem und seine volkswirtschaftliche 
Bedeutung, Archiv fiir Sozialwissenschaft und Sozialpolitik, Band 38, 
1914, s. 391~424. 
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テム批判と同様，労働力の酷使の問題である。この問題についてテイラー自
身は，そのような酷使はテイラーシステムの精神に反するものであり，テイ
(73) 
ラーシステムが誤って適用されているものであるとしているが，コッホマン
によれば，問題は，テイラーシステムそのもののなかに労働力の酷使を生ま
ない保証のないことである。
テイラーシステムによる生産増加に対して労働者の収入増加が比例してい
ないという労働者・労働組合側の苦梢に対して，前述のようにシュレジンガ
ーが収入増加が比例しないのは当然だと主張したのに対し，コッホマンは，
問題は生産増加による成果のすべてが労働者に与えられないことではなく
て，成果分配が公正でないということであると反論している。
これと関連してコッホマンがテイラーシステムに対して特別に国民経済的
観点から問題にするのは，テイラーやかれに追随する技師の多くが，純粋に
(74) 
私経済的な立場からの考察に終始している点で，コッホマンは，そこでは個
別企業の生産性向上，収益性向上が直ちに全体国民経済的繁栄と考えられて
いると批判する。コッホマンは，全体的国民経済の繁栄のためには経済部門
間での調和が必要であり，全部門が同一の様式で急速に合理化される必要は
ないと述べ，労働者の賃金増加も要するに生産増加と調和したものであるこ
とが必要だとしている。この点はコッホマンが，ハイス同様，テイラーシス
テムは大企業おいてのみ導入可能なもので，したがって大企業の力を強め，
その意味において資本主義を深化させると主張している点とも関連する。
コッホマンは，一般的にいえばテイラーシステムは労働の質よりも量に指
(73) Taylor, ibid., p.15~16, 65, 122~123, 141~142, 185, 190~191, 210.前
掲訳書， 320~321,350, 389, 401~402, 431, 434~435,. 448ペー ジなど。
(74) テイラー は， 「すべての工場は，とどのつまり， 所有主に配当を払うために存
在していることを忘れてはならない」と述べ (Taylor, Shop Management, 
ibid., p. 143. 上野陽一訳「工場管理法」，前掲訳編書に所収， 149ペー ジ），さら
に「科学的管理法は慈善ではないから，引き合わぬことを実行するわけにいかな
い」と述べている。 Taylor'sTestimony Before the Special House Committee, 
ibid., p. 64.前掲訳編書， 349ペー ジ。
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向したものであって， ヨーロッパとくにドイツには，アメリカほど適したも
のではないとして，結局テイラーシステムがなんらかの国民経済的意義をも
つとすれば，それは，企業者ではなしに労働者が合理化の主休となってそれ
を実施する時で，労働組合など労働者団体が技師などの専門家を雇ってそれ
を実行することであると主張している。
コッホマンにつづいてテイラーシステムの経済的社会的意義をとりあげた
(75) 
レーデラーは，シュレジンガーがテイラーシステムの導入を機械の導入と同
じようなものとしている点に反論する。レーデラーによれば，機械の開発・
導入は長期にわたり，しかも全部門で一斉になされることはまずなく，通常
それぞれの部門の事情に応じて順次漸次的になされるから，機械導入によっ
て生じる社会経済的変動も徐々に生じ，たとえば1部門での余剰労働力を他
部門で吸収することが可能であったりする。しかしテイラーシステムの場合
は，農業などを除けば，短期間に全部門において一斉に実施されることが可
能であるから，その影響を他の部門や企業で吸収することができず，影響が
きわめて深刻なものになるという。
テイラーシステムは導入が急激で国民経済の調和を乱すおそれが大きいこ
とは，コッホマンも強く指摘しているところであり，レーデラーの以上の批
判はそれと軌を一にするものではあるが，しかしコッホマンやハイスは，テ
イラーシステムがとりあえず大企業でのみ導入可能であり，その影響が中小
企業にしわよせられると強く主張するのであって，この点においてはレーデ
ラーと見解を異にする。
レーデラーがテイラーシステムの影署として強調する点は，旧来の職人的
な労働者に要求されていたような専門的な職務遂行上の熟練が，テイラーシ
ステムによって不要となり，労働者にはいまや注意力などの一般的適性や能
カのみが要求されることになるために，特別な職務への労働者の帰属性や共
通性が希薄となって，労働者一般という意識が強くなるという点である。職
(75) Lederer, a. a. 0., S. 769~784. 
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人的労働者では雇われて働く者という意識よりも，特定の職務の従事者とい
う意識が強かったのに対して，いまやそうした意識は弱まり，従事する職務
のいかんを問わずとにかく雇われて働く者，という意識が相対的に強くなっ
て，労働者としての共通性が強くなる。かくて 1企業あるいは 1産業の労働
者としての連帯性が強くなり，その意味において労働者としての階級意識が
強まる，というのである。
これと同様な見解は， 前述のようにカムロウスキーも述べている。 これ
は，当時のドイツ労働組合における職業別組織か産業別組織かという組織問
題とも関連したものであるが，レーデラーは，テイラーシステムが導入され
れば，旧来の職業別組織は有効性を失うのであり，産業別組織への傾向の強
まることが，テイラーシステム導入の労働者・労働組合に与える最も重要な
帰結であるという。
テイラーシステムの導入とともに労働組合が対決を迫られるいま 1つの問
題としてレーデラーのあげるものに，社会主義との関連の問題がある。前述
のように，当時のドイツ自由労働組合はテイラーシステムに対する態度を明
確には決めかねていたが， レーデラーによるとそれは，テイラーシステムに
よって技術進歩がすすみ，技術進歩そのものは労働者の利益となるものでし．
かも社会主義への1歩前進になるという認識が多くの組合閲係者にあるから
である。しかしかれによれば，技術進歩にも企業者の権力のみを高め労働者
に良い影蓉を全く与えないものがあり， もしテイラーシステムが労働者にと
って否定すべき影響をもつものであるならば，テイラーシステム反対を貫徹
して，テイラーシステム＝技術進歩＝社会主義への1歩という社会主義論と
は訣別すべきであるという。
当時の自由労働組合におけるテイラーシステムと社会主義の関連について
はすでに一言したところであるが，ここで問題であるのは，その社会主義が
いわゆる生産力主義的な考え方にたつものであることである。その基礎には
自由労働組合幹部の強い生産力主義的な考え方があり，レーデラーもそうし
た考え方にたつ社会主義を無用だとしているのである。しかしこのような形
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にしろ，社会主義を否定することは，社会主義系労働組合といわれた自由労
. (76) 
働組合にとっては受け入れがたいものであったし，また，このような理由に
より自由労働組合に社会主義の放棄を迫るのは論理の飛躍であったといわざ
るをえない。問題はいうまでもなく，社会主義の否定そのものではなく，生
産力主義的な考え方にあったのである。
VI テイラーシステムから REFAへ
第1次世界大戦前夜の1913~14年に高揚したテイラーシステムをめぐる論
(77) 
議は，第1次大戦勃発とともに下火となった。テイラーシステム導入の試み
自休も，アメリカのギルプレスが1914年末ごろから約 1年間ベルリンのガラ
ス白熱光会社 (Glas-Gliihlicht-Gesellschaft)で合理化顧問として活躍した
i78) 
という例外はあったか，一般的にはアメリカとの関係が疎遠になったことや
戦争経済の遂行がさし迫った課題となったこともあって，低調となった。
しかし，生産増強のために規格化などの試みは戦争中にもすすみ，たとえ
ば1917年に機械製造規格委員会 (Normalienausschu.f3fiir den Maschi-
nenbau)が， 1918年に経済的生産委員会 (Ausschu.f3fiir wirtschaftliche 
Fertigung, A WF)が結成され， 1919年には AWFの下部機関として時間
(76) 後に1928年自由労働組合第13回大会において， ナフクリ (Naphtali, Fritz) 
らは，当時の経済民主主義の主張が，目標としての社会主義の放棄を意味するも
のでないことを改めて強調している。 Naphtali, Fritz, Die Verwirklichung 
der Wirtschaftsdemokratie,.Protokoll der Verhandlungen des 13. Kongres-
ses der Gewerkschaften Deutschlands, Berin 1928, S. 172. Naphtali, Fritz 
(Hrsg.), Wirtschaftsdemokratie-lhr Wesen, Weg und Ziel, Berlin 1928. 
山田高生訳「経済民主主義一本質・方途・目標ー」御茶の水書房， 1983年，序
論。大橋昭一「ナフタリらの経済民主主義論について」 (I), (JI)， 関西大学
「商学論集」第28巻第6号，第29巻第1号， 1984年2月， 4月，参照。
(77) Burchardt, a. a. 0., S. 76. 
(78) ギルプレスはそこで6人のアメリカ人技師と30人のドイツ人助手を使い，企画
部の設置にはじまってかなり大規模なテイラーシステム化を行った。 Stollberg, 
a, a. 0., S. 38. 
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研究委員会 (AusschuBfiir Zeitstudien)が設けられている。
これらの諸機関で展開された諸方策は，テイラーシステムの土台のうえに
たち，対応するテイラーシステムの諸方策と強い親近性をもつものではあっ
}79) 
たか，しかしテイラーシステムをいわばその精神を含めて全体として取り上
げ，その一現として時間研究や課業制度を実施したり企画部を設置すること
などは，あまりすすめられなかった。テイラーの “Principlesof Scienti-
fie Managem叫”のドイツ語版訳者ロェスラー (Roesler,Rudolf)は，
第1次大戦後の1919年， テイラー学派はドイツではまだ小さいと述べてい
(80) 
る。 1922年にもウィッテ (Witte,Irene Margarete)は，純粋にテイ．ラーシ
ステムを実施しているところは， ドイツにはまだないと述べており？1）後に経
営学方法論で有名になったゾェルハイム (Sollheim,Fritz)も，同じく 1922
年に発表したテイラーシステムに関する書において， 「時間研究は， ドイツ
(82) 
ではこれまでごくばらばらに行われてきたにすぎない」と述べている。
(79) Burchardt, a. a. 0., S. 88. 
(80) Stollberg, a. a. 0., S. 39による。
(81) Stollberg, a. a. 0., S. 40による。 なお， 当時においても統一的な時間研究方
法 (Zeitstudienmethodik)はまだなく，ペルリンの若千の企業（ロェーウェ社，
ジーメンス・シュッケルト社 (Siemens-Schuckert'WerkeGmbH)，ポルジヒ社
(Borsig GmbH)，アー・エー・ゲー社 (AllgemeineElektrizitiits-Gesellschaft, 
AEG)， ペルクマン社 (BergmannAG)， ドイツ電話社 (DeutscheTelefon-
werke)，オレンシュクイン・コッペル社 (Orenstein& Koppel)の間で協同研
究が行われたりしていたが， 1924年2月時間研究・計算の専門家の養成について
措置や制度の不十分なことについて訴えがなされ， これが同年9月30日REFA
を生む直接的きっかけの1つになった。 (Hinrichs/Peter, a. a. 0., S. 58.）なお
当時こうした合理化措置の導入・実施について指導的役割を演じたのは，とりわ
けジーメンス・コンツェルンといわれ，合理化運動の中心的担い手であったドイ
ツ経済性本部 (Reichskuratoriumfir Wirtschaftlichkeit, RKW)はジーメン
ト社の総支配人ケットゲン (K6ttgen,Carl)のもとに設立された。 Hinrichs,
Peter, Um die Seele des Arbeiters-Arbeitspsychologie, Industrie-und 
Betriebssoziologie in Deutschland 1871-1945, K6ln 1981, S. 53. 
(82) S6llheim, Fritz, Taylor=System fur Deutschland-Grenzen seiner Ein-
fuhrung in deutsche Betriebe, Miinchen und Berlin 1922, S. 148. 
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このようにテイラーシステムは，当時ドイツにおいて純粋にあるいは完全
な形で導入実施されたことが少なく， テイラーシステムは， 結局ドイツで
は，多くが修正された形で，あるいはその構成要素が必要に応じて個々に利
(83) 
用されるという形で，適用を試みられたのである。
テイラーシステム修正の試みは，すでに1913年シュレジン・ガーが行ってい
るが， 1914年ベルク (Berg,W.）は，経営は生きた有機体であり，それぞ
れが多様な存在であって一様にはいかないとしたうえで， オストワルト
(Ostwald, Wilhelm)のエネルギー理論に立脚して，科学的管理は結局無
機物およぴ有機物についてエネルギーを浪費するなということであると主張
(84) 
するところがあった。
また，第1次大戦後に社会化問題で活踵したノイラート (Neurath, Otto) 
は，第1次大戦中の 1917年，“逆テイラーシステム”(Dasumgekehrte 
Taylorsystem)なる主張を行っている。 これはテイラーシステムの適者選
択の主張にかかわるもので，テイラーシステムでは，職務を与えられたもの
としてそれに合わせて適者たる作業者を選択するよう主張するため，労働者
の解麗の問題などを起こし，労働者の反対を生んだりする。そこでノイラー
トは，職務と人間との関係を逆にして，人間を出発点とし，人間に合った職
務や組織形態を開発するようテイラーシステムを用いるべきであるというの
である。これをかれは‘‘逆テイラーシステム”とよび「テイラーシステムに
は新しいヒューマニズム (Humanismus)の原動力となりうる要素がある」
(85) 
と主張した。
第1次大戦を契機として試みられたテイラーシステムのドイツ的導入にと
っては，さらにメーレンドルフ（Moellendorff,Wichard von)が忘れられ
(83) Schalldach, a:a. 0., S. 36. Burchardt, a. a. 0., S. 73, 76~77, 82, 97. 
(84) Berg, W., Gedanken iiber wissenschaftliche Betriebsfiihrung, Werksta-
ttstechnik, 8. Jg., 1914, S. 37~39. 
(85) Neurath, Otto, Das umgekehrte Taylor-System, in : derselbe, Durch 
die Kriegswirtschaft zur Naturalwirtschaft, Miinchen 1919, S. 205~208. 
本書は論文集で，その目次によると，この論文は1917年の発表である。
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ない存在である。かれはもともとアー・エー・ゲー社の技師で，テイラーシ
(86) 
ステムに造詣が深かったが，第1次大戦中は統制経済の専門家として活躍し
た。すなわち，第1次大戦開戦直後の1914年8月アー・エー・ゲー取締役ワ
ルター・ラーテナウ (Rathenau, Walter)の提案によりプロイセン陸軍省
に戦時原料局 (Kriegsrohstoffabteilung) が設置され， ラーテナウが長官
となったが， メーレンドルフもかれについて同局に入って活躍し， 1916年に
は ‘‘Deutsche'Gemeinwirtschaft"(ドイツ共同経済）なる書と著してい
る。
ところが第1次大戦終結時にドイツ革命が起こり， 1918年11月10日臨時革
命政府ともいうべき人民代表協議会 (Ratder V olksbeauftragten)政府が
成立するや， メーレンドルフは12月12日経済省次官となり， ウィッセルらと
ともに，当時ドイツでまき起こった社会化問題と取り組むこととなった。ウ
ィッセルは， 12月29日独立社会民主党の人民代表 (3名）が政府から去った
のに代わって，人民代表となり社会問題担当として入閣し，翌1919年2月13
日仮憲法に基づく新政府が成立すると経済大臣となったものである。かれら
が，経済省構想として推進したのは，いわゆる「ラーテナウ・ウィッセル・メ
ーレンドルフ『共同経済』路線」といわれるもので，「共同経済」的観点のも
(87) 
のでの経済の計画的組織的運営をもって社会化と主張するものであったが，
(86) Burchardt, a. a. 0., S. 72．阿部源一，前掲書， 113~116ペー ジ。
(87) ウィッセルとメーレンドルフは，「共同経済」を，要するに「国民共同体のため
に計画的に営まれるところの社会的に統制される国民経済」と定義しているが，
これはもともとメーレンドルフの規定したものであって (Burchardt, a. a. 0., 
S.77.）， ウィッセルはメーレンドルフの構想に依拠していると批判された。
(Novy, Klaus, Strategien der Sozialisierung, Frankfurt a. M. /New York, 
S.136~138, 283.) ちなみに「共同経済」についての同様な規定は，社会民主
党1919年大会における社会化に関する決議のなかにもみられる。 (Protokolluber 
die Verhandlungen des Parteitags der Sozialdemokatischen Partei Weimar 
1919, unveranderte. Neuausgabe, Berlin/Bonn/Bad Godesberg 1973, S. 
513.) 
「ラーテナウ・ウィッセル・メーレンドルフ「共同経済」路線」は， 要する
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テイラーシステムによって生産増強をはかるとともに社会化を漸進的にすす
(88) 
めるというのが，その構想の一骨子であった。
当時テイラーシステムはラィヒ政府労働省においても注目するところであ
った。 1919年春，労働大臣パウアーは，「私は，テイラーシステムの問題が，
とくに労働者の利益の観点からも検討に値するという見解であって，この点
(89) 
ではラィヒ政府経済省と意見を同じくする」と述べているが，同年9月30日
同省に，科学的経営管理促進委員会 (AusschuBzur Forderung der wis-
. (90) 
senschaftlichen Betriebsfiihrung)が設けられている。
これらの第1次大戦中およぴ戦後におけるテイラーシステム導入の試みに
おいて注目されることは，テイラーシステムがドイツ経済の振興もしくは再
建という国民経済全体の立場あるいは社会化推進の観点から取上げられるこ
とである。当時，社会化との関連において，生産増大のためにテイラーシス
テムが必要であると訴えたものには，自由労働組合の最高幹部で政府の社会
化委員会 (s ・・ozialisierungskommission)の 1員であったウムプライトをは
じめベック (Beck,Hermann)やワイス (Weiss,Friedrich)らがおり，独
立社会民主党の最高幹部の 1人シュトレーペル (Strobel,Heinrich)もテイ
(91) 
ラーシステムに言及している。これらの論者においては，一般に社会化にお
に，戦争中の統制経済政策を土台に，資本主義的計画化による経済再建をめざす
ものであったであろう。上条勇「ドイツ革命初期の社会化論争」， 労働運動史研
究会編「労働運動と経済民主主義」（労働運動史研究第63号）労働旬報社， 1980
年， 137ペー ジ。
(88) Burchardt,. a. a. 0., S. 81~82. 
(89) Sollheim, a. a. 0., S. 214による。
(90) Sollheim, a. a. 0., S. 222. 
(91) Umbreit, Paul, Die Sozialisierung der Industrie, Prolokoll der Verhand-
lungen des 10. Kongresses der Gewerkschaften Deutsch/ands 1919, unver-
iinderte Neuausgabe, Berlin/Bonn 1980, S. 546. 
Beck, Hermann, Sozialisierung als organisatorische Aufgabe, Berlin 
1919, s. 37 ~38. 
Weiss, Friedrich, Sozialisierung-Wege und Ziele-, Wien 1922, S. 24 
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いて生産増大が重要な目標とされ，それを達成する手段としてテイラーシス
テムが提示されるのである。
社会化という言葉は，当時流行語のように広く用いられ，社会化には前述
のように多種多様な構想があった。そのなかには，社会化をもって単に社会
的にするという意味をもつだけのものもあり，すべてが社会主義化を主張す
るものではなかったが，社会化はともかくなんらかの形において個別的なも
(92) 
のよりも社会的なものを優先させる主張であったとみることができる。
かくて，このような観点においては，テイラーシステムはともかく「共同
経済」あるいは国民経済の立場において適用されるものであって，個々の資
本家・企業者による私経済的な利潤追求の用具として用いられるのではない
ことが，主張されるのである。
前記のゾェルハイムは，テイラーシステムは純粋に私経済的な側面だけの
ものとなっているが，それとともに社会的かつ文化的・人間的観点が考慮さ
れねばならないとして， 次のように述べている。「労働者からあらゆる手段
をもってしぽり取られるテイラーの最大課業 (dasHochstpensum)に対し
て，およびテイラー化経営の高速度出来高制 (Schnelligkeitsakkord) とい
う非健全な形態に対して，われわれは健全な文化政策のために反対しなくて
ならない。テイラーシステムを私経済的なアメリカ的な意味において実施す
ることは，わが国ドイツでは，強大な労働者組織，進歩的な労働法，商工業
監督制 (Gewerbeaufsicht) そしてその全文化的風土のために，不可能であ
~26. 
Strobel, Heinrich, Sozialisierung-Ihre Wege und Voraussetzungen, 
Berlin 1921,: Socialisation in Theory and Practice, translated by Sten-
ning, London 1922, p. 41~43. 
これらの論者の主張については，別稿大橋昭一「経済の社会化・合理化・民主
化ーー第1次大戦後のドイツ自由労働組合における論議を中心に一ー」（圏西大
学経済。政治研究所編「経済民主主義の諸問題」（仮題）関西大学出版部， 1960 
年刊行予定所収）においてとりあげている。
(92) Ballerstedt, Kurt, Sozialisierung, Handworterbuch der Sozialwissen-
schaften, 5. Band, Stiittgart/Tiibingen/Gottingen 1956, S. 455~456. 
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ろう。つまり，テイラーシステムは， ドイツの状況に適応されなくてはなら
(93) 
ないのである」と。
ところで， ウィッセルとメーレンドルフは，その「共同経済」の主張に対
(94) 
して左右から強い批判をうけ， 1919年7月12日にともに辞職をしているが，
ワイマール憲法や1919年3~4月の社会立法などに規定されている経済秩序
は，まさに「ラーテナウ・ウィッセル・メーレンドルフ『共同経済』路線」
によったものであり?5)国民経済的観点のもとにおけるテイラーシステムとい
う主張は，当時ドイツにおける合理化運動，たとえばその担い手の1つとし
(96) 
て1924年設置された REFAの根本原理の1つとなったものである。
REFAは，前記の AWFの下部機関である時間研究委員会や1921年設置
の時間および手作業時間決定委員会 (AusschuBfilr Maschinen= und 
Handarbeitszeitbestimmung)などで行われてきた研究を土台として
イツ金属工業家総連盟 (GesamtverbandDeutscher Metallindustrieller) 
と， ドイツ技師協会内部の機関， ドイツ経営技師労働共同休 (..(-¥.rbeitsge-
・_........ ・ (97) 
meinschaft Deutscher Betriebsingenieure)によ って結成されたもので，
その後ドイツにおける時間研究・労働研究の推進と普及の中心として活動
(98) 
し，その後身は今日までつづいている。
REFA を中心とした•ドィツ合理化運動の時間研究において， テイラーら
の主張と対比して注目される点は，前述のようにそれが国民経済的観点にた
(93) S61lheim, a. a. 0., S. 229~230. 
(94) Weiss, a. a.0., s. 20~21・
(95) Ballerstedt, a. a. 0., S. 465. 
(96) Burchardt, a. a. 0., S. 8. 
(97) ReichsausschuB fUr Arbeitszeitermittlung, REFA-Bur:h: Ein_伊hrungin 
die ・ Arbeitszeitermittlung, Berlin 1928," S. 5. 
(98) REFAは1936年ドイツ労働研究委員会 (ReichsausschuBfur紅 beitsstudien)
と改称し， 1945年いったん解散したが， 1947~48年にまず地方的団体として再
建がすすめられ， 1951年に現在の名称， REFA労働研究協会 (Verbandfur 
Arbeitsstudien-REF A e. V.)と称する全国的団体として新発足した。
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つことと， 標準の基準が平均的労働者の正常給付 (Normalleistung eines 
Durchschnittsarbeiters)におかれていることである。当時の合理化運動で
は，全休経済的立場においてさしあたりドイツのすべての工業・経営に妥当
する標準・規格の設定が課題とされたので，時間研究の基準も，テイラーの
(99) 
ように一流労働者の最善最速の給付におかれる必要がなかったのである。
テイラーシステムのドイツ的修正は，さしあたり，第1次大戦後このよう
(100) 
な形で現われたのである。
〔付記］ 第2次世界大戦後， 1949年10月7日東ドイツにおいてドイツ民主共和国が
樹立され，社会主義経済が発展するとともに， 同国では REFAの作業時間分析・計
算方法が，さらに社会主義的なノルマ計算方法に発展させられた。 REFAの時間分
析方法では，全作業時間はまず，同種製品ごとに必要である装備時間 (Einrichtezeit
oder Rilstzeit)と， 同種製品各単位ごとに必要である単位時間 (Stilckzeit)に分け
られ，その後に両者について基本時間(Grundzeit)（または固有装備時間 (Eigentliche
(101) 
Einrichtezeit))と損失時間(Verlustzeit)に分けられた。
東ドイツでは終戦後， ドイツ民主共和国の建国以前に社会主義経済がとにかく発足
したが，当時技術的ノルマ制の導入にあたった技術的ノルマ制中央委員会 (Zentra-
(99) 古林喜楽「経営労務論」東洋出版社， 1936年， 163~171ページ。吉田和夫「ド
イツ合理化運動論」ミネルヴァ書房， 1976年， 117~118ペー ジ。
(100) 当時のドイツにおけるテイラーシステムの展開としては，なお心理学的方向が
注目される。ミノュレソノガー は， すでに1920年 "Psychotechnikund Betrヽe-
bswissenschaft"なる書を著し．，「経営科学の巨大な体系の中で応用心理学 (Pra-
ktische Psychologie)＜精神工学 (Psychotechnik)＞はかなめ石の地位にある」
(Vorwort)と述べている。同じく1920年， レウィン (Lewin,Kurt)は，社会
化の基礎である労働の社会化は，個人の労働能力の社会化の要請を含み，労働能
力を個人の恣意のまま使用することは許されなくなるから，応用心理学的方法を
用いて職業適性を把握し，適した職務に配分することが社会化＝社会主義におい
ても必須であるとし， こうした方向で＂テイラーシステムの社会化 ”(Soziali-
sierung des Taylorsystems)をはかる必要があると主張した。 (Lewin, Kurt, 
Die Sozialisierung des Taylorsystems, eine grundsatzliche Untersuchung 
zur Arbeits= und Be戌 fspsychologie,Berlin 1920, S. 5~11.) 
(101) ReichsausschuB fir Arbeitszeitermittlung, a. a. 0., S. 9~19. 
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ler technisch-begrilndete-Arbeitsnorm Ausschu/3, Z-TAN)などでは REFAのこ
の分析方法をそのまま踏襲して，作業時間をまず装備時間とノルマ時間 (REFAの
単位時間）に分け，その後に両者を基本時間と損失時間に分けていた。したがってこ
れによると，ノルマに組み入れられない損失時間がノルマ時間に入ることになり，そ
のようなノルマは実際には無意味になる。また損失時間もここでは労働者に対する賃
金支払いのいかんによって分解されていた。つまり，作業時間の資本家的標準化をめ
ざした REFAの時間研究と， ノルマ設定に必要な社会主義的時間研究との相遣が十
分認識されず，資本主義の成果を取り入れれば十分と考えられていたのである。
REFAの方法が資本主義的搾取の用具であることは， すでに1948年11月自由ドイ
ツ労働組合同盟 (FDGB)幹部会などが指摘していたが，具体的な点について隠識が
十分すすまなかったのである。 Z-TANの活動方法は， 1951年6月のドイツ社会主義
統一党 (SED)第6回中央委員会で激しく批判され， Z-TANは解散となり，その任
務は労働省の労働ノルマ基本原理部(Grundsatzabteilungfilr Arbeitsnormung beim 
Ministerium filr Arbeit)|•こひきつがれた。作業時間をまずノルマ時間と損失時間に
分け，その後に前者を単位時間と装備時間に分け，損失時間を賃金支払いとは無関係
にその原因によって分解するという，技術的ノルマのための正しい時間分析方法がド
(102) 
イツ民主共和国で確立したのは，その後のことである。
渭小括
ドイツにおいてテイラーシステム導入の根本的基盤をなしたものは， 1871
年以降におけるドイツ資本主義の発展による大規模経営の出現，大規模経営
における管理の必要性であるが，直接的背景となったものはドイツ資本とア
メリカ資本との競争であり，さら［こ直接的にはアメリカとの技術ギャップに
脅威を感じる技師たちの要請であった。
もともとテイラーシステムが，テイラーを中心とするアメリカの技師たち
(102) Matthes, Harry, Das Leistungsprinzip als Grund/age der E叫 oh”叩 g
切 dervolkseige加 ”,Wirtschaft,Berlin 1954, S.1糾～142.Dudek, Herbert, 
TAN uud Leistungslohn, ihre Uberwachung durch grafische Darstellungゅ，
Leipzig 1955, beigefiigte Karte: Zeitgliederung in der Produktion: Begriffe, 
Kurzzeichen, Erliiuterungen. 
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によって開発推進させられたものであるだけに， ドイツでもまず技師たちに
注目され，直接的にはかれらによって導入がはかられたことは，自然の成り
行きであるが，当時技術過程の変化を背景に，技師たちが企業経営上重要な
(103) 
地位を占めようとしていたことも 1つの要因である。
これを背景に，当時ドイツの技師たちの間には，アメリカでクウン (Tow-
ne, Henry R.）が技師も経済的経営的問題に関心をもつようよびかけたの
(104) 
と軌をーにして，経済的考え方をもち経済や経営の問題を取り上げるべきで
あるという主張が高まった。それを象徴的に示すものは，当時ドイツ技師協
会において，経済的あるいは経営的問題を協会としてもっと取り上げるべき
(105) 
でないかということをめぐって論争が生じていることである。技師のなかに
は．それによって有害な経済的論議が協会内に起こるという理由で反対する
ものもあり，経済・経営的問題をとりあげるドイツ技師協会の特別の機関誌
として， 1908年以後 “Technikund Wirtschaft"（技術と経済）が発行さ
れた。
こうした背景においてテイラーシステムは，今世紀初頭以来技師たちによ
って積極的に導入が試みられたが，すでに述べたように，それが純粋な形で
当時のドイツにおいて定着するのは困難であった。それは直接的には，何よ
(106) 
りも労働者・労働組合の反対・抵抗によるものであったが，究極的には，い
うまでもなく，当時ではテイラーシステムをドイツで実施する経済的技術的
基盤がまだ十分でなかったところに根本的原因はあるであろう。
すなわち，テイラーシステムはもともと高度な能率向上手段であり，それ
(103) Kocka, Jiirgen, Industrielles Management : Konzeptionen und Modelle 
in Deutschland vor 1914, Vierteljahrsch吐ftfur Sozial-und Wirtschafts-
geschichte, 56. Band, 1969, S. 347. 
(104) Towne, Henry R., The Engineer as an Economist, Transactions of the 
American Society of Mechanical Engineers, Vol. 7, 1885~86, p.428~432. 
(105) Beck, Paul, in Erorterung auf der 54. Hauptversammlung des Vereins 
Deutscher Ingenieure 1913, Technik und Wirtschaft, 6. Jg., 1913, S. 554. 
(106) Schalldach, a. a. 0., S. 36, Hinrichs/Peter, a. a. 0., S. 54. 
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にもとづく大量生産技術である。したがって大量販売を前提とする大量生産
の経済的可能性がない場合には，当然ながらその実施は困難であり，無理で
ある。 ドイツにおけるテイラーシステム導入のきっかけとなった今世紀初頭
におけるドイツとアメリカとの技術ギャップは，より正確には大量生産に関
する技術ギャップであった。アメリカのような広大な販売市場を有しなかっ
たドイツでは，当時大量生産は，政府購入にたよる武器などの軍需生産にお
いてのみ可能であったのに対して，アメリカでは一般消費財などの大量生産
がすでに実践的意味をもっていた。一般に一般消費財の大量生産こそが生産
手段の大量生産を可能にし，・全面的な大量生産を発展させる基礎をなすが，
少なくとも当時のドイツには，大量生産の可能性，必要性はアメリカほどに
(107) 
はなかった。
メーラーが1903年アメリカ視察旅行の後に大量生産の実硯こそが問題の核
心であると訴えたゆえんであるが，何よりもその経済的条件がまだ存在しな
かったのである。そしてこのような事情の遣いが，今世紀初頭から第1次大
戦にかけて，テイラーシステム導入をめ・ぐってドイツで多くの論誤を生んだ
根本的要因である。コッホマンがテイラーシステムは労働の質より量に指向
したもので， ドイツには向いていないとし，またレーデラーらとともに，テ
イラーシステムの全般的導入は国民経済にアンバランスをもたらすと訴え，
あるいはまたベルクが個々の企業・経営の質的相遮を強調したのは，このよ
うな大量生産システムとしてのテイラーシステムを導入するだけの社会的経
済的基盤がドイツにまだなかったことを反映するものである。
こうした事情は，第1次大戦を契機としてかなり変わった。第1次大戦中
(108) 
に軍需生産部門などではともかく大量生産がかなりすすんだし，テイラーシ
ステム自体も第1次大戦中から戦後にかけてドイツ的修正が試みられた。労
働組合においても第1次大戦中とくに大戦後においては，社会経済的状況と
(107) Mottek, Hans/Becker, Walter/Schr6ter, Alfred, Wirtschaftsgeschichte 
De叫schlands,Band m, Berlin 1974, S. 31~32. 
(108) Burchardt, a. a. 0., S. 76, Hinrichs/Peter, a. a. 0., S. 45. 
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政治的情勢の変化にもとづいて，テイラーシステム賛成の面が強くなった。
こうした事情のもとにおいて第1次大戦後，テイラーシステムは，合理化運
(109) 
動の基礎としてドイツ的に修正された形で展開されていくのである。
その際，ティラーシステムを修正するよう試み，適用をはかる実際の推進
者となったのは，いうまでもなくやはり技師たちであった。第1次大戦以前
より，技師・技術者のなかでは，前述のように，かれらが経済や経営に関す
る能力をもち，経済や企業の指導者たるべきであるという主張が強くなされ
てきたが，それは，とくに第1次大戦後においては，技師・技術者が社会的
に中立であり，労資の階級対立の橋渡しをなしうる位置・能力をもつもので
. (110) 
あるという主張によって補強された。
こうした主張を実現すべくドイツ技師協会は，然るべき措置をとるようプ
(lll) 
ロイセン政府やラィヒ政府に働きかけさえしているが，その前提であったの
は，科学そして技術が社会的に中立のものであるという主張である。テイラ
ーシステムを含む合理化は，一社会的に中立のものというのが，技師・技術者
の大義名分であった。それが，資本・企業側の主張に合致したものであった
ことはいうまでもないが，生産力主義的考えにたち，社会化において何より
も生産増大を目標として訴えた，当時の自由労働組合指導者層の主張とも合
致するものであった。
しかし，少なくとも当時のドイツの合理化が，そのような中立的なもので
なかったことは，その後におけるドイツの合理化運動の歴史がそれを明確に
(109) 本格的合理化運動の始まった1925年，ラウエッカー (Rauecker,Bruno)は，
ドイツではテイラーシステムは，これまでどの方面からも熱狂的にとりあげられ
ることがなかったが，テイラーシステムに改めて注目する必要があると訴えてい
る。 Rauecker,Bruno, Die Bedeutung der Rationalisierung,. Die Arbeit, 2. 
Jg., 1925, s. 687~688. 
(110) Beck, Hermann, Sozialisierung als organisatorische Aufgabe, S. 38. Ko-
cka, a. a. 0., S. 370. 
(111) Burchardt, a. a. 0., S. 83~84. 
(112) 
示している。
ドイツにおけるテイラーシステムの導入過程（大橋） （493)55 
（完）
(112) 当時のドイツの合理化運動の社会経済的性格・意義は次の書に鋭く分析されて
いる。吉田和夫，前掲書。
